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※ 本年もよろしくお願いいたします！ ※ 

沢辺税理士事務所通信 

 平成２８年、新しい年の幕開けとなりました。本年も、よろしくお願いい

たします。当事務所では、昨年１２月よりスタッフが１名加わりました。

昨年以上に、皆様のお役にたてますよう、「家族の次に信頼できる存

在」を目指してまい進して参りますので、よろしくお願いいたします。 

 

※ 平成２８年度 税制改正大綱、発表される ※ 
 平成２８年度の税制改正大綱が昨年末に発表されました。政権の安定を反映してか、早々に発表 

された印象です。抜本的な改正はこれといってありませんが、いくつか気になる点を取り上げてみまし

た。 

 

（１）平成２８年度の法人実効税率を３１．３３％→２９．９７％へ引き下げ（中小法人等を除く） 

→ 国際競争力の強化、の旗印のもと段階的に引き下げられてきた法人実効税率を２０％台まで引き

下げ。 

 

（２）建物と一体の建物付属設備及び構築物の償却方法が、（建物に準じて）定額法に一本化 

→ 平成２８年４月１日以後取得資産から適用されます。実務的によく出る事項なので、注意が必要 

です。 

 

（３）国家戦略特別区域における指定法人の減税 

→ いわゆるアベノミクスの「３本目の矢」。首都圏、関西圏、沖縄県など、国家戦略特区に指定され 

ている地区の一定の新設法人について、５年間、所得金額の２０％を控除する（＝減税）。 

 

（４）空き家に係る譲渡所得の特別控除の創設 

→ いわゆる「空き家対策」として、譲渡所得税等についての特別控除を新設する。 

 

（５）平成２９年４月からの消費税率１０％を「明記」 

→ 併せて、飲食料品（外食、酒類除く）や日刊新聞については軽減税率（８％）が導入される。書籍、 

雑誌等については引き続き検討される。 

 

 上記以外にも、企業版ふるさと納税の創設、消費税等の多額の還付申告防止措置の拡大、消費税

のインボイス方式の導入など、実務的に気になるものもありますが、後日機会があれば取り上げさせ

ていただきます。 

またこの他、これまでに決定等が決まっている、マイナンバー制度、ジュニアＮＩＳＡの運用等がこの

１月よりスタートします。 

 


